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使用料使用料使用料使用料・・・・手数料手数料手数料手数料のののの算定算定算定算定のののの基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方    

（（（（令和元年令和元年令和元年令和元年 10101010 月改定版月改定版月改定版月改定版））））    

    

ⅠⅠⅠⅠ    趣旨趣旨趣旨趣旨                                                                                                                                                                    

    

使用料は施設を利用した場合に、手数料は特定の者のために役務を提供した場合に、実費負担

的な意味で受益者から徴収するものです。 

使用料及び手数料の算定にあたっては、施設の維持管理費などサービス提供に要する費用を明

らかにし、一定の考え方に基づいて受益者負担額を算定することによって、負担する内容の透明性

を高め、受益者となる市民の理解を得るよう努める必要があります。（算定方法の明確化） 

また、受益者負担が過大にならないよう、適正な職員配置や事務事業の見直しなどによって、サ

ービス提供に要する費用の縮減に努めることが重要です。（経費削減の取組み） 

これらのことから、以下に使用料及び手数料の算定の基本的な考え方を示し、これに基づいて、

受益者負担の内容が適正であるか検証するとともに、見直しによって受益者負担の適正化を図

ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法抜粋 

 （使用料） 

第 225 条 普通地方公共団体は、第 238 条の 4 第 7 項の規定による許可を受けてする行政財産の

使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる。 

 

 （手数料） 

第 227 条 普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のためにするものにつ

き、手数料を徴収することができる。 

 

 （分担金等に関する規則及び罰則） 

第 228 条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例でこれを定めなけれ

ばならない。この場合において、手数料について全国的に統一して定めることが特に必要と

認められるものとして政令で定める事務（標準事務）について手数料を徴収する場合にお

いては、当該標準事務に係る事務のうち政令で定めるものにつき、政令で定める金額の手

数料を徴収することを標準として条例を定めなければならない。 

       （以下省略） 
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ⅡⅡⅡⅡ    使用料算定使用料算定使用料算定使用料算定のののの基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方                                                                                                                                    

 

    １１１１    原価原価原価原価のののの算定算定算定算定         

施設を貸し出すためには、施設を整備するための費用や光熱水費、事務経費といった維持管理

のための費用など様々な費用がかかります。また、施設によっては、施設の貸出事業だけではなく、

市が主催する事業で使用する場合もあることから、どのような費用を受益者の負担とするかを明確に

する必要があります。 

この受益者の負担となる費用を原価として、市が主催する事業で施設を使用する場合などの面積

や使用件数を除いた貸出事業に係る使用料単価を算定します。 

原価に算入する費用 

人にかかる費用 
貸出事業や施設を維持管理するための業務に、直接従事

する職員に要する費用 

物にかかる費用 貸出事業や施設を維持管理するために要する費用 

施設整備にかかる費用 
施設の整備にかかる資本費（取得価格から補助金等の収

入額を控除し、耐用年数で割った額） 

 

原価に算入しない費用 

貸出事業以外の費用 
市が実施する主催事業（講座、セミナーなど）に要する費用 

併設する他施設にかかる費用 

施設整備にかかる費用 施設の整備にかかる経費のうち用地取得費 
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    ２２２２    施設施設施設施設のののの性質別分類性質別分類性質別分類性質別分類によるによるによるによる受益者負担割合受益者負担割合受益者負担割合受益者負担割合        

施設の性質は、公益性の高い施設や、民間も運営している市場性の高い施設など、提供するサー

ビスの内容によって大きく異なります。このため、すべての施設を一律の受益者負担割合によって使

用料を算定するのではなく、施設ごとのサービス内容について、「市場性があるか」、「公益性がある

か」という２つの視点で分類し、その分類ごとに受益者負担割合を設定します。    

【市場性による分類】  

区 分 市 場 的 非 市 場 的 

性 質 

・同種または類似するサービスが、  

民間で提供されている施設 

 

・収益性が高い施設 

・同種または類似するサービスが、  

民間で提供されていない（ほとんど

ない）施設 

・収益性が低い施設 

市場性 

高い              低い 

市場的                                   非市場的 

 

 

【公益性による分類】  

区 分 私 益 的 公 益 的 

性 質 

・日常生活をより便利で快適なものに

するため、個人の価値観や嗜好の

違いによって、選択的に利用する施

設。 

・主に個人が趣味やレクリエーション

の場として利用する施設 

 

 

 

・市民が日常生活を営む上で必要とな

る施設 

・世代に関係なく、広く市民に必要とさ

れる施設 

・社会的、経済的弱者等を擁護、支援

するための施設 

・安全安心な社会を形成するために、

必要となる知識や教養を普及・啓発す

るための施設 

公益性 

低い               高い 

私益的                                    公益的 

 

 

 

市 場 性 

公 益 性 
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【性質別分類による受益者負担割合】   

市場性・公益性の分類に基づいて、施設ごとに下記９領域のいずれかに区分し、受益者負担の

割合を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受益者負担の算定イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ＡＡＡＡ    ５０５０５０５０％％％％    ＢＢＢＢ    ２５２５２５２５％％％％    ＣＣＣＣ    ００００％％％％    

ＤＤＤＤ    ７５７５７５７５％％％％    ＥＥＥＥ    ５０５０５０５０％％％％    ＦＦＦＦ    ２５２５２５２５％％％％    

ＧＧＧＧ    １００１００１００１００％％％％    ＨＨＨＨ    ７５７５７５７５％％％％    ＩＩＩＩ    ５０５０５０５０％％％％    
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市場的市場的市場的市場的 

公 益 性 

非市場的非市場的非市場的非市場的 

市

場

性 

施設の維持管理に要する費用

施設の整備に要する費用

受益者負担割合で按分

受益者受益者受益者受益者

負担負担負担負担

公費

負担

算入

しない

費用

原価
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    ３３３３    使用料使用料使用料使用料のののの算定算定算定算定            

施設を使用する受益者に負担していただく使用料単価は、次の通り算定します。 

①会議室の貸出しなど、面積あたりの使用料単価から１室の使用料を算定するもの 

 

 

②プールの利用など１人あたりの使用料単価を算定するもの 

 

    

上記の計算は標準的な単価の算出方法とし、利用者や各施設の状況を踏まえた調整を行うこ

とができるものとします。 

    

    

    ４４４４    利用者区分利用者区分利用者区分利用者区分等等等等によるによるによるによる料金設定料金設定料金設定料金設定            

 「3 使用料の算定」により算定した使用料は、下記のような利用者区分等により、料金に差を設ける

ことができます。ただし、単に料金を増減するのではなく、あくまで利用者負担額をふまえた料金設定

とします。 

① 年齢等による料金区分 

各料金区分は下記の通りとし、設定するかどうかは、施設ごとに決定するものとします。 

区分ごとの 

一般料金に 

対する割合 

幼児 小・中学生 高校生 

12.5％ 25％ 50％ 

高齢者 市外・目的外 

75％ 各区分の 150％～ 

② 土日・休日料金の設定 

施設の状況から、利用者が集客を行うホール施設については、集客しやすい土日・休日

に利用の偏りが発生するため、その利用を均すことで利便性を高めることができるよう、土

日・休日料金を設けるものとします。 

 

 

  

原価 （人＋物＋資本）

貸出対象床面積　×　年間貸出可能時間
㎡あたり１時間の使用料単価 ＝ 受益者負担割合×

原価 （人＋物＋資本）

年間目標利用者数
１人あたりの使用料単価 ＝ × 受益者負担割合
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    ５５５５    適用適用適用適用対象対象対象対象外外外外のののの施設施設施設施設使用料使用料使用料使用料            

  この基本的な考え方の適用対象は、「公の施設」の利用に係る使用料とします。ただし、下記の施

設使用料については、適用対象外とします。 

 

１．法令等で使用料の算定方法等が定められている施設（無料または低額とされている施設を

含む） 

※法令等とは、法律、政令、施行令のほか通達や国からの通知を含みますが、本市の条例

及び規則は含みません。 

２．県内の他市等の類似する施設と同じ算定方法等を適用すべき施設 

３．その他、この基本的な考え方により使用料を算定することが適当でない施設 
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手 数 料  ＝  原  価 

ⅢⅢⅢⅢ    手数料算定手数料算定手数料算定手数料算定のののの基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方                                                                                                                                    

 

    １１１１    原価原価原価原価のののの算定算定算定算定         

 市では証明や審査、認可など様々な役務を提供しており、これらに要する費用については、受益者

に負担していただくこととします。 

この受益者に負担していただく費用を原価として、事務処理を行う職員の人件費や申請用紙の作

成費など、役務の提供に直接必要な費用に限定し算定します。 

原価の算定にあたっては、１件の処理時間にかかる職員の費用や、必要な消耗品の費用な

ど、１件の役務提供に要する費用を、経費の積上げによって算定するものとします。（積上

げ算定方式） 

原価に算入する費用 

人にかかる費用 当該事務を行うために直接従事する職員に要する費用 

物にかかる費用 
申請書及び証明書等の消耗品のほか、委託料や通信運

搬費など当該事務に要する費用 

 

※ 原価の算定は、積上げ算定方式によることを原則としますが、１件当たり原価の算定

が困難な場合は、年間の原価総額を役務提供件数（総数量）で除して、1 件当たり原価

を算定する方法（総額算定方式）など、役務の内容に応じて、適正と判断される方法に

よって、原価を算定することができるものとします。 

 

    ２２２２    手数手数手数手数料料料料のののの算定算定算定算定            

原価については、受益者に全額負担していただくことを基本とします。 

 

 

 

    ３３３３    適用対象外適用対象外適用対象外適用対象外とするとするとするとする手数料手数料手数料手数料            

次に掲げる手数料については、この基本的な考え方の適用対象外とします。 

１．法令等で基準額を定めているもの 

２．県内の他市等との協議により金額を定めているもの 

３．その他、この基本的な考え方により手数料を算定することが適当でないもの 
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ⅣⅣⅣⅣ    見直見直見直見直しにあたってしにあたってしにあたってしにあたって                                                                                                                                                        

 

使用料・手数料の見直しを行う場合、現行から大幅に増額しなければならない状況も想定される

ことから、利用者への急激な負担増とならないよう期間及び金額の段階的な見直しを実施するものと

します。 

 

    １１１１    見直見直見直見直ししししのののの定期的定期的定期的定期的なななな検討検討検討検討等等等等            

今後も継続的に適正な受益者負担の確保を図るため、経費削減の取組みとともに、原価や受益

者負担の検証等を定期的に行う必要があります。制度改正や急激な物価変動などにより、臨時的に

見直しが必要となる場合を除き、４年ごとに見直しの検討等を行うことを基本とします。 

 

    ２２２２    使用料使用料使用料使用料・・・・手数料手数料手数料手数料のののの見直見直見直見直しししし方法方法方法方法            

１．見直しを検討する使用料・手数料 

この基本的な考え方を変更する以外に、現行の使用料・手数料と算定式により算出した使用

料・手数料を比較して「概ね±１０％」を超えるかい離が生じている施設については、使用料・手数

料の見直しを検討します。 

 

（例）                        算定した使用料・手数料 

現行の使用料 

・手数料 

１，０００円 

 

１,１００円 
 １，２００円  見直し検討対象 

 １，１００円 

～９００円 

 

適正範囲内 

９００円 
  

 ８００円  見直し検討対象 

 

なお、使用料の原価は、消費税を含まない額で算定します。手数料については、消費税非課

税手数料については、「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」の算定と同様に原価に消

費税を含む額で算定します。消費税課税手数料については、原価に消費税を含む額で算定する

と、使用料の算定と同様に税抜原価で算定した場合よりも高額となってしまうので、消費税を含ま

ない額で算定します。 

 

２．見直しによる激変の緩和措置 

使用料・手数料の見直しについては、急激な負担増とならないよう、従前の金額からの増額幅を

2 倍程度に抑えつつ、定期見直し期間内において段階的な料金改定を行うものとします。 



    ３３３３    そのそのそのその他他他他

１．備品使用料

備品使用料

 算定例

 

 

 

 

 

２．指定管理者制度

指定管理者制度

料・手数料

指定管理期間中

及ぼすため

３．その他

施設の

合は、この

  

他他他他            

備品使用料 

備品使用料の算定

例 

指定管理者制度

指定管理者制度を

手数料を算定し、

指定管理期間中においては

ぼすため、定期見直

他 

の大規模改修

この基本的な

                  

  備品使用料

                  

算定については

指定管理者制度を適用している

を適用している

、指定管理者

においては、

定期見直しは行わず

大規模改修による貸出休止

な考え方の適用

                  

備品使用料（１回当たり

                  

については、利用者が

している施設 

している施設についても

指定管理者を選定する

、料金改定

わず、更新に

貸出休止、制度改正

適用を個別に

                  取得単価

たり） ＝ 

                  使用年数
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が費用を全額負担

 

についても、この

する際の仕様等

料金改定により利用者見込

に合わせて見直

制度改正等が

に判断するもの

取得単価 ＋

使用年数 ×

全額負担することを

この基本的な

仕様等に明示

利用者見込が変動

見直しを検討

が予定されているなど

ものとします

＋ 維持管理費

× 延べ利用回数

することを基本

な考え方によって

します。 

変動するなど

検討します。 

されているなど、

とします。 

維持管理費の総額

利用回数（年）

基本とします。 

によって、適正

するなど、事業計画

 

、特段の事情

総額 

） 

 

適正な使用

事業計画に影響を

事情がある場

 


